
 

 

 

 

「三重中央開発株式会社 エネルギープラザ」建設事業に

係る環境影響評価方法書に対する 
環境保全の見地からの意見等（写し） 

 
 
 
 

・ 三重県知事の意見 
・ 伊賀市長の意見 
・方法書に対する意見の概要及び事業者の見解 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

「三重中央開発株式会社 エネルギープラザ」建設事業に係る 

環境影響評価方法書に対する三重県知事意見 

 

 

（総括的事項） 

１ 実施計画の具体化及び必要により環境保全措置を講じることとした場合は、今後の

調査及び予測の結果を基に、環境影響への回避・低減が最大限になされるよう、十分

検討すること。また、その検討の経緯についても明らかにするとともに、選択した環

境保全措置についての効果の検証を行い、不確実性を明らかにすること。 

 

２ 環境影響評価を行う過程において項目及び手法の選定等に係る事項に新たな事情

が生じた場合には、必要に応じて、選定した項目及び手法の見直しや追加調査、予測

及び評価を行うこと。 

 

３ 事業計画を示す際、施設配置計画図においては、計画の熟度に応じて、具体的なレ

イアウトを記載すること。特に予測評価に関連する排出口や音源等、発生源となる施

設については位置及び設置高さについて明確に表示すること。また、施設間に設置さ

れる緩衝緑地帯等が環境保全計画として位置付けられ、予測評価結果に反映される場

合は、併せて表示すること。 

 

 

（個別的事項） 

１ 大気質 

大気質の測定箇所や観測点については、気象や地形に関する地域特性を十分考慮し

選定するとともに、予測評価を行うにあたっては、現況調査結果の妥当性について検

証すること。その際、特に当該地域で発生しやすいと考えられる逆転層の出現状況に

ついても配慮すること。 

 

２ 騒音、振動、低周波音 

騒音、振動及び低周波音の現地調査地点及び予測評価地点については、騒音等の伝

搬の特性を踏まえ発生源から影響を受ける恐れがあると認められる地域において周

囲の道路状況等にも留意して選定すること。また調査については、その地点における

一般的な状態を表すと考えられる日を選定するよう十分配慮し実施すること。 

 

３ 悪臭 

悪臭の現地調査はその地点における一般的な状態を現すと考えられる日を選定す

るよう十分配慮し実施すること。また、天候や既設事業所の状況などにも十分注意す

るとともに、調査日の状況について記録しておくこと。 

 

４ 土壌 

土壌の予測評価については、本事業計画で同時に行われる事業からの影響について

も配慮する必要があることから、事業地付近において追加した地点については確実に



現況調査を実施し、予測評価を行うこと。なお、現況調査の地点の選定にあたっては、

土地の履歴について十分留意すること。 

  

５ 水質 

当初行わないとしていた、工事の実施時の水質における濁水（ＳＳ）の予測評価に

ついては、確実に実施すること。その際、調整池の形状や流入・流出の位置及びその

水量は予測結果に大きな影響を及ぼすと考えられるため、十分検討を行い、それらの

予測の条件については、明確に記載すること。 

 

６ 陸生動物 

陸生動物の調査にあたっては、精度の高い調査を実施し、予測評価を行うにあたっ

てはできる限り定量的な手法を用いること。特に、トラップや撮影装置を用いる場合

は、その設置位置については専門家の意見を取り入れることとし、また、誘引餌につ

いても対象とする種を十分考慮して選択すること。 

 

７ 陸生植物 

植物調査の実施にあたっては、植物相を十分把握できるよう精度が高い調査手法を

用いること。また、調査後においても客観的な確認ができるように、標本採取などに

よる記録保存に努めること。 

 

８ 水生生物 

当初行わないとしていた、工事の実施時における水生生物の予測評価については、

確実に実施すること。 

 

９ 生態系 

調整池については、その機能を優先する必要があるが、水辺の環境をあらたに創出

することになるため、水域と陸域を分断しない構造の可能性について事前に検討を行

っておくことが望ましい。 

 

１０ 景観 

景観の予測評価の地点については、現地踏査を行い選定するとしていることから、

景観の予測評価結果を示す際には、評価地点を選定した経緯について示すとともに、

検討に際し作成した可視範囲図を記載すること。また、主要な工作物等の配置計画と

あわせて堰堤の形状を含めた完成予想図を記載すること。 

 

１１ 廃棄物等 

当初行わないとしていた、供用後の「廃棄物等」の予測評価については、確実に実

施すること。 

 

１２ 温室効果ガス等 

（１）当初行わないとしていた、工事の実施時の「温室効果ガス」の予測評価について

は、確実に実施すること。 

（２）供用後の温室効果ガスの予測評価において、供用後あらたに発生するＣＯ２を算

出するにあたっては、ピットに投入される可燃物の１トンあたりの平均発熱量の

管理値を示すこと。また、廃棄物の受入から焼却に至るまでの破砕選別の工程等、

廃棄物の処理により削減に寄与するＣＯ２量についても考慮することが望ましい。 



 

１３ その他 

（１）調査地点等の地点図については、なるべく拡大された図面を用い、対象地点間の

距離が正確に把握できるようスケール等について工夫すること。 

（２）用排水や、廃棄物、エネルギー等に関するフローチャート等を作成する際には、

その移動量や濃度等について数値を併記すること。 

（３）本事業計画は「廃棄物の処理施設の新設又は増設の事業」に該当することから、

準備書の作成にあたっては、事業の目的について廃棄物処理事業計画の策定経緯

や計画にあたり配慮した事項などを含め、適切な表現を行うこと。また、本事業

と合わせて実施する電力及び熱エネルギーの供給事業については、対象事業の内

容に関する事項として、エネルギーの供給方法及び熱の回収方法等を具体的に記

載すること。 

（４）事業実施区域内で雨水の有効利用等を検討していることについては、用排水計画

へ具体的に記載すること。 

 

 





 

 

 

 

 

 

住 民 意 見 と 事 業 者 の 見 解 

 

 

 

 

 

提出者数 ２名 

意見件数 ４件 

見解書の提出 平成１８年７月１９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 






